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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１４２　　２０１１年　８　月　１８　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
６６回目の終戦記念日
市内数箇所で平和を訴える街宣活動を行いました。（内容は以下の通りです。）
８０年前の１９３１年９月の「満州事変」から始まり、日中戦争、アジア・太平洋戦争と１５年間にわたる戦争で、２０００万人を超えるアジアの人々と３１０万人以上の日本国民が犠牲になりました。　６６年前の１９４５年８月１５日は、日本が戦争に敗れて降伏を認めた日です。そして、今年の８月１５日は、戦後最大の東日本大震災と、未だに収束の見通しの立たない東電福島原発事故の影響の中で迎えました。　戦争で犠牲になった内外の人々の冥福を祈るとともに、この大震災で犠牲になった方々に心からの哀悼の意を表します。又、自宅や生業を失ったり、放射能から逃れるために避難所生活を余儀なくされている方々や、放射能による２次、３次の被害や風評被害などによって重大な打撃を受けている農畜産業者・漁業者の方々に心からお見舞い申し上げます。
日本国民は、終戦直後の荒廃した焦土の中にあって、「平和で豊かな新生日本の建設」への熱い思いを胸に、様々な障害や困難に直面しながら、共に手を携え、戦後の復興のために力を尽くしてきました。　戦後つくられた憲法は、「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることの無いようにする事を決意し」と明記されています。　絶対主義的な天皇制は国民主権の政治制度に変わり、侵略戦争を推進した旧軍隊は解散させられました。しかし、同時に日本を事実上単独占領した米軍の下で再軍備が進められ、日米軍事同盟が結ばれました。財閥も解体されましたが、アメリカと結びついた財界・大企業は戦後も復活・強化を続けています。　今、深刻な事態になっている原発事故は、核戦略と一体になったアメリカの政策と、日本の政府・電力会社などによる「原発利益共同体」がもたらしているものです。　今回の大震災・大津波では、東日本の太平洋岸を中心とした大勢の人々の生活を一変させましたが、日本のみならず、世界中の人々から温かい励ましや援助が届けられています。前途が多事多難である事は明らかですが、国をあげた救済と支援によって、震災の以前よりも固く深い絆で結ばれた「地域共同体」を再生させることは可能だと確信しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
２０１１年９月「決算議会」スケジュール

　９月　７日（水）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、説明）

９月１３日（火）～１６日（金）
午前１０時  　本会議、議案質疑・一般質問
９月２０日（火）―２２日（木）、２６（月） 　　 

午前１０時　　常任委員会・決算特別委員会分科会

９月２８日（水）　午前１０時　　決算特別委員会全体会
９月２９日（木）―３０日（金）　午前１０時　　特別委員会
１０月　６日（木）　午後　１時  　本会議(委員長報告、討論、議決）閉会
請願・陳情の締め切りは８月３０日（火）です。

今年の９月議会は、「決算の認定」のみならず、「総合計画後期計画」の見直しが論議(特別委員会で)され、議員提出議案である「議会基本条例」が上程されます。

.                                                                                              

福島原発の問題は、地震列島である日本の各所に、原発のある事の危険性を、これ以上ないほど浮かび上がらせました。深刻な原発事故がいったん発生すれば、人類はそれを制御できず、空間的・時間的・社会的に危険な影響が広がることは、日々体験しているとおりです。原発事故は地震や津波と同じではありません。戦争と同様で、人間の手によるものだからこそ、人間の手で止める事が出来ます。原発によって、戦後、営々として築き上げてきた生活と営業が、失われる事が二度とないよう、ただちに原発からの撤退を決断する時です。放射線による犠牲者を出さないために、「原発ゼロ」の日本をめざすとともに、「核抑止」政策と決別して「核兵器のない世界」を実現することは急務の闘いです。
日本共産党は、戦前・戦中・戦後にわたって終始一貫して戦争に反対してきました。又、原発推進にも反対を貫いてきました。２年前の政権交替をピークにした「二大政党」制は行き詰まって、破綻しようとしています。日本共産党は、国民の皆さんにふりかかる苦難を取り除き、国民の命とくらしを大切に守る新しい政治を築くために全力を尽くす決意です。
桑名市の「地域新エネルギービジョン」は、
今、国会で「再生可能エネルギー固定価格買い取り法案」が審議されているように、原発に代わる新エネルギーの普及が問題になっています。（日本共産党は、電気料金に買い取り費用が上乗せされないよう修正を求めています。）
従来のエネルギー資源（石炭や石油）の枯渇や地球温暖化問題（炭酸ガス排出）への対応により、新エネルギーの普及に向けた取組みが、国任せだけでなく地域で積極的に取り組むことが求められています。桑名市でも「地域新エネルギービジョン」の報告書が今年の２月に出されています。現状を分析し、アンケート（昨年の８月）も実施しています。結論は、期待できるのは太陽エネルギーと風力エネルギーで、バイオマスや水力は桑名市では期待できないとしています。

私は、揖斐川と町屋川の合流点（城南干拓の先端）に、風力発電と潮流を利用した水力発電の建設を夢見ています。（位置は右下の写真参照）
現在、桑名市では国の政策に加えて、太陽光発電や風力発電に対して家庭や事業者への助成制度が実施されています。市民に分かりやすい「桑名市地域新エネルギービジョン」の策定が待たれます。

新エネルギーとは、技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分でないもので、石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要なものと定義されています。
「総合計画」見直しにより「後期基本計画」はどうなるのか。
９月議会に提案される予定の「桑名市総合計画後期基本計画」（案）に対する協議が、議会の検討協議会で続いています。検討協議会の目的は、案に対して調査研究及び協議することとなっています。

今までに９回程開催され、質問から始まって具体的な提案などを行っています。社会保障の項目の中で、施策の指標として国保税の徴収の強化が除かれたことは大きな成果です。その他にも各項目で以下のような提案を行っており、９月議会の特別委員会で修正が計画に織り込まれるよう頑張っていきます。

【日本共産党桑名市議団からの指摘・提言事項】
防災（洪水・土砂災害）：被害を少なくするため、土地開発の規制を織り込むべき。

ごみ問題　　：ごみ処理施設の今後は、広域的な検討でいいのでしょうか。

子育て支援　：幼保一元化で子育ては充実できるのか。（就学前教育でも)

高齢者福祉　：指定管理者制度になった「清風園」を民営化してよくなるのか。

学校教育　　：少人数（３０人以下）学級の推進を大きな目標とすべきでは。

工業・観光　：企業誘致・観光開発は、周りの環境等に充分に配慮する。

都市デザイン：桑名市の顔駅前に都市デザインを真剣に考えていく。

上水道　　　：災害時の給水体制の完備。

人権啓発、同和問題、人権・同和教育：法的に終焉している同和問題を何時までも施策にあげるべきではない。
建設水道常任委員会の調査研究と提言
７月に岡山市、高知市、名古屋市を行政視察して、いよいよ具体的な提言への検討がされています。検討課題の３つの中でそれぞれ出されている意見は、

1 上下水道事業における災害対策について

菅を含めシステム全体の耐震化、液状化対策、下水道直結型仮設トイレの整備、
震災対応可能な応急給水施設・体制の整備、雨に強いまちづくり、
2 自転車を活かしたまちづくりについて

総合計画で自転車の位置づけを、今あるものを活用、観光用整備

　駐輪場付置義務条例を、無料駐輪場を

3 駅西土地区画整理事業について

　最少の費用で最大の効果が現れるように、予算の見通しはあるのか、西口への路線バス進入は再考を、１０年延長され虫食い状況になっているが、事業手法の抜本的見直しを、　等です。更に討議を重ねて議会より市長に提言していきます。
　　家が建ち始めた　　　　　　　【ここに風車を立てられないか】
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駅西区画整理先行街区　　 　　　 揖斐川河口（長島温泉） 　　　　 町屋川河口（川越中電）
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